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 希望が丘中学校防災計画 

１．防災計画の目的 

・地震などの非常災害時に、生徒の安全を確保するための対応、教職員の役割分担等の体制を明確にする。 

・非常災害時の被害を最小限に抑えるため、日常における安全対策や、防災教育等を策定する。 

 

２．日常の防災体制 

１）学校防災委員会の組織・任務 

(１)学校防災委員会メンバー 

 校長、副校長、教務主任、学年主任、生徒指導専任、生活部長、保健指導部防災担当、養護教諭 

  (２)学校防災委員会の任務 

防災計画の検討・立案、災害予防のための施設点検の実施 等 

 

２）安全管理 

  (１)消火対策 

・火気ある所には必ず水または消火器を用意しておく。 

・防火責任者は、日頃から火気に注意すると共に、防火活動上必要な点検整備をする。 

  (２)防災設備    

消火器：３９本、消火栓：１９ケ所、救助袋：５ケ所 

     ※配置図は次頁参照 

  (３)重要書類対策 

・重要書類は所定の場所におき、搬出を容易にする。 

・指導要録は必ず、書庫に保管する。 

  (４)安全点検 

     ①普通教室（毎日・７月・１２月・３月）、特別教室（７月・１２月・３月）の安全点検を行う。 

      ・床・壁・天井にはがれ、こわれ等の異常はないか 

      ・照明器具・扇風機・エアコン・黒板・ホワイトボード・時計等、落下の危険はないか 

      ・窓わくのこわれはないか、落下の危険はないか 

・窓の開閉の悪い箇所はないか、カギはかかるか 

・窓ガラスにヒビや割れ、落ちる危険はないか 

・出入口ドアのゴムは正しく付いているか 

・出入口ドアの開閉、ドアガラスの状態は悪くないか 

・机やいすに不具合はないか 

    ②災害予防のための施設点検（詳細は、冊子 P.12～13）を、学期毎（９月・３月）行う。 

     ・職員室・廊下などの計器類の整理及び転倒防止 

       下駄箱、ロッカー、書架、戸棚、パソコン・印刷機、テレビ・スピーカー、等 

     ・理科室の地震対策の点検 

     ・図書室の書架等の点検 

     ・避難経路の点検 

     ・落下危険物の点検 

       外壁、ガラス、屋根、屋上等の水槽、アンテンナ・避雷針、空調屋外器、等 
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・防災施設の点検 

     ・倒壊危険物の点検 

       門、囲障、擁壁、屋外電気設備、等 

                                    （避難ロープはケガ注意） 

 防災設備配置図 消火栓・火災報知器：   消火器：   避難袋：   避難ロープ： 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）防災教育・防災訓練 

２階循環機室  

２階プール倉庫前 

１階ホール 

地下体育倉庫横 
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  (１)目的：地震などの非常災害の発生に備え、冷静な状況判断のもとに敏速・適切に行動し、被害を最少に

抑えることができるようになる。 

  (２)年間計画 

      ４月 避難訓練。基礎的な指導と訓練、避難経路の確認 

      ８月 総合防災訓練。地震に対する避難訓練、放送設備使用不可状況での伝達訓練。 

      ２月 避難訓練、災害体験訓練。１年：起震車、２年：煙避難、３年：消火器 

 

４）教職員研修 

     ・「AED を含めた心肺蘇生法研修」「防災設備研修」を隔年で行う。 

     ・講師には、心肺蘇生法では旭消防署さちが丘出張所の所長に、設備研修には設備点検をする業者 

（年間の講習校数に限りがあり、業者が決まり次第連絡を取る）に依頼する。 

 

３．東海地震に関連する情報や警戒宣言発表時の児童生徒への対応 

 １）東海地震に関する情報の種類 

情報の種類 情報の意味するもの 

東海地震に関連する 

調査情報（臨時） 

東海地震の観測データに異常が現れているが、東海地震の前兆現象の可能性

について直ちに評価できない場合に発令。 

東海地震注意情報 東海地震の前兆現象が高まったと認められた場合に発表。 

東海地震予知情報 東海地震が発生する恐れがあると認められた場合に発表。 

予知情報を受けて、内閣総理大臣は強化地域※に「警戒宣言」を発令する。 

  ※本市は、強化地域の指定は受けていないが、強化地域に近接している。東海地震発生時には、震度５弱・

５強程度の揺れが予想されるため、強化地域に準じて対策を講じる。 

  

２）発令時の対応 

情報の種類 市の対応 学校の動員 生徒等に対する措置 

東海地震に関連する 

調査情報（臨時） 

警戒体制   

東海地震注意情報 市・区、警戒本

部の設置 

（経営責任者・

運営責任者） 

校長・副校長 ・生徒、教職員、来校者に対し、発令とと

るべき措置を伝達。 

・在校時、授業を打ち切り、学校において

預かる。保護者（または代理人）の迎え

により引き渡す。 

・通学中、在宅中に発令の場合は、休校と

する。登下校時は、安全に帰宅させるた

めの措置を講じる。 

・学校が休校措置等を行った段階で、教育

委員会事務局に報告する。冊子 P.26 

※その他詳細は、冊子P.23～27 

東海地震予知情報 

   ↓ 

警戒宣言発令 

市・区、災害対

策本部の設置 

（全員配備） 

 

全員配備 
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４．大規模地震発生時の対応 

１）大規模地震の定義 

    市域のいずれかで、震度５強以上の地震が観測されたとき 

    ※旭区が震度５強以上の地震でない場合でも、市内のどこか１地点でも震度５強が観測されれば、全校

で大規模地震が発生した場合の初期対応を行う 

 

 ２）授業中・休み時間中 

 授業者（教室等） 職   員   室 備 考 

地震発生 

●安全確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

○安全確保の指示 

「頭を守れ」「机の下にもぐれ」 

「机の脚を持て」 

「安心するような声かけ」 

○火気の消火 

○出口の確保 

○グランド・体育館では中央へ集合

させる。体育館では水銀灯・バス

ケットゴールの落下に注意。 

 

○地震発生放送（緊急放送） 

「頭を守れ」「机の下にもぐれ」 

「窓や壁から離れなさい」 

「指示があるまで静かに待機」 

の放送指示（副校長もしくは職員） 

 

○ラジオ、テレビ等で情報収集。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震収まる 

●安全確認 

●災害対策 

 本部設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○生徒の安全確認、人数確認 

○負傷者への応急処置 

連絡職員に緊急処置が必要な生徒

を連絡する。 

○教室周辺の状況把握、火災発生時

は初期消火 

○避難指示まで静かにさせ、待機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○今後の動きについて放送指示。 

「安全確認後、避難を指示します。生

徒は先生の指示に従い、静かに待機

しなさい。授業の職員は、生徒の安

全確認と周辺の状況把握を行い、連

絡担当職員に報告してください」 

○災害対策本部設置 

・授業のない教諭、養護教諭、事務員、

技術員は職員室に集合。 

・本部指示により係分担（震災時カー

ドあり）。 

○状況把握：震災時カードにより係分

担→状況把握後、本部へ報告。 

・生徒・職員の安否確認。 

「○年○組、負傷者はいないか？」 

「援助・救助の必要はあるか？」 

・避難経路の確認。 

・火災発生時は初期消火。 

・避難経路での障害物は撤去、負傷者

で緊急の生徒は、本部へ搬送。  

○本部：消防署、病院、委員会等の連絡。 

○本部は情報を集約し、第１次避難決断。 

 

○状況に応じ

て門扉の施

錠 

○職員立ち番 

(外部対応) 

避難者には

｢東希小」、 

帰宅困難者

には「希望ヶ

丘地区セン

ター」へ行く

よう案内す

る。 
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●第一次避

難開始 

 

 

 

 

 

 

○避難開始。 

※放送施設が使用不能の場合は、職

員が口頭で連絡に来るまで待機。 

・カバンや体操着袋等で頭部を保護

しながら、上履きのまま荷物を持

たず、移動。 

・隣接するクラスが連携して避難し、

集団の前後に職員を配置する。 

・配慮を要する生徒への対応 

○避難時の注意「おかしも」 

おさない かけない 

しゃべらない もどらない 

○第一次避難指示 

 「校庭へ避難してください」 

・放送が使用不能の場合は、職員が口

頭で緊急連絡 

・通行できない経路の指示 

・逃げ遅れがないか校内を確認 

・避難経路の校舎出口、グランド階段

にて誘導指示。 

○プール棟の安全確認ができたら、シ

ャッターを開ける 

○出席簿、防災用個人カード、拡声器

を持って校庭へ 

 

●第一次避

難完了 

●被害状況 

確認 

○校庭中央に集合 

・学年ごとにまとまって、到着した

クラスから整列 

○教員による点呼 

・授業者→学年集約担当者→副校長 

・負傷者、不明者の報告 

「○年○組、○名欠席、○名行方不

明、現在○名です。 

行方不明は□□、負傷者□□です。」 

○生徒の様子、教室等の被害状況、

使用可能状況を、わかる範囲で報告。 

○人数と安否確認 

○負傷者の確認と手当 

○生徒の不安緩和 

 

●組織毎に 

活動 

＜本 部＞ 

校長、副校長、教務、学年主任、

生徒指導専任、事務員、技術員 

＜生徒対応＞ 

担任 

 

＜救 護＞ 

養護教諭、 

副担任 

 

○校内の被害状況、使用可能状況

を把握 

○学区内の被害状況の把握 

（倒壊・火事・停電・交通網・ 

東希小等） 

○ラジオ、テレビ等で情報収集 

○引き続き、教育委員会等に連

絡。 

○危険個所の立入禁止措置 

○今後の対応・判断の決定 

○２次避難の検討＜優先順位＞ 

１．各教室 ２．体育館 

○メール配信およびﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ上

で、学校の状況、引き渡し等に

ついて伝達する。 

○生徒の負傷など

様子を把握 

○負傷者の保護者

への連絡 

○生徒の不安緩和 

 

 

＊避難場所、教室

前で引き取り 

○迎えに来た保護

者（代理）へ、

防災用個人カー

ドを元に引き渡

す。 

○負傷者の応急処置 

○医療機関への連絡 

○救護室設置をす

る。 

[設置順位] 

保健室→格技場→ 

グランド 

○医療救護拠点校： 

笹野台小学校 

引き渡す際の注意点 

・とりあえずの今後の避難先

（例：自宅、○○小学校）を聞

き、備考欄に記入 

・保護者（代理）の署名 

・備考欄に引き渡した職員の署名 

 

長期化対応については、本計画 P.１０「６．長期対応時の組織編成」に記載 

」 



6 

 

３）放課後・登下校時（詳細は、冊子P.48～50） 

 

 

 

 

場 

本部、生徒対応、救護 

 



7 

 

４）校外学習中（詳細は、冊子P.52～53） 
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 ５）休日・夜間など勤務時間外（詳細は、冊子P.55参照） 
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 ６）災害対策本部設置基準 並びに 生徒の学校留め置き基準 

・市域のいずれかで、震度５強以上の地震が観測されたとき。 

・市域で震度５弱以下でも、学区内の道路や建物の損壊があり、危険が多い場合。 

   ・市域で震度５弱以下でも、本校周辺の鉄道等の運航停止や、地域の停電等の場合。 

   ・「東海地震注意情報」「東海地震予知情報→警戒宣言」発令時。 

 

 ７）保護者（代理）への引き渡し方法 

   ・ホームページやメール配信で、引き渡しを連絡する（メール配信に登録していない保護者へは電話連絡）。 

・保護者または、防災用個人カードに記載されている代理人に引き渡す。 

・保護者または代理人は避難している教室まできてもらい引き渡す。引き渡す際は、防災用個人カードの

裏面に、引き渡した日時を記入し、引き渡した方に自署をもらう。また、担当職員のサインと、今後の

とりあえずの避難場所を保護者（代理）から聞き、「その他」の欄に記入する。 

 

８）非常持ち出し品リスト 

(１)一次避難時 

出席簿、防災用個人カード、拡声器、学級表示、地区名表示 

プール棟シャッターの鍵、校庭南門の鍵、救急用品、発電機付きラジオ 

  (２)非常持出用重要書類・・・学校の倒壊や火災の危険がある場合 

    生徒名簿、生徒調査票 転出転入のための出席簿・学籍 

    生徒に関する指導要録、学校教育法で義務付けられている公簿類 

 

５．緊急連絡先電話番号 

１）教育委員会   西部学校教育事務所 ☎336-3743、336-3746  fax336-3765 

          事務局総務部総務課庶務係 ☎671-3774  fax663-5547 

 

２）役 所     旭区災害対策本部 ☎954-6004  fax951-3401 

          横浜市災害対策本部 ☎671-2171  fax641-1677 

 

３）警察・消防   旭警察署 361-0110    

旭消防署 951-0119   さちが丘消防 367-0119 

 

４）近隣校     東希望が丘小学校 364-8282  笹野台小学校 362-0450   

中尾小学校 364-9700 

旭中学校 364-5112  南希望ヶ丘中学校 364-5171 

 

５）医療機関    旭中央総合病院 921-6111  国際親善総合病院 813-0221 

          桐峰会病院   303-1151  聖ﾏﾘｱﾝﾅ横浜西部病院 366-1111 

内科：梅沢医院 363-5000  眼科：三ツ境眼科 364-2207  

歯科：大竹歯科 363-4554  整形：浜橋整形 364-1277   

整形：池田整形 365-1311  脳外：子安脳外 360-1114 

救急医療情報ｾﾝﾀｰ 201-1199 
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６）タクシー    共同配車センター 360-1144  三ツ境交通 301-4783 

 

 

６．長期対応時の組織編成    ＊連絡調整 

本部 

（７人） 

校長、副校長、＊教務主任、 

＊学年主任、生徒指導専任 

情報収集、各係への指示、保護者へ情報発信 

対外的な対応（マスコミ、地域対応）、住民対応 

避難係 

（１５人） 

学習指導部、技術員 

＊ 

留め置き生徒の対応、教室等の片づけ、 

トイレ、ゴミ処理 

生活係 

（１１人） 

特活指導部、事務 

＊ 

水・食事の確保、配給手配 

救護係 

（１０人） 

保健指導部、行事指導部 

＊ 

負傷者、病人の処置、医療機関の連絡 

避難生徒の健康管理、心のケア 

 

７．学校が避難場所となった場合の対応に関すること 

   本校は、地域防災拠点校ではないが、緊急給水栓が設置されていること、隣接する東希望が丘小学校が地

域防災拠点校になっていること等から、避難者への対応が予想される。 

 

１）緊急給水栓の設置・給水 

  校長の指示により、給水栓の設置応援へ向かう。 

 

２）地域防災拠点（東希望が丘小学校）への応援 

  校長の指示により、応援へ向かう。 

 

３）本校を避難所とする場合の対応 

(１)本校を避難所とする判断 

・旭区災害対策本部の要請があった場合 

・他の避難所（主に東希望が丘小学校）より、避難者を収容しきれず、要請があった場合 

(２)避難所としての開放場所 

 ・管理棟１階は開放しない 

 ・優先順位  ①体育館 ②格技場 ③２棟教室 

 

 

 

注：本文中の「冊子」とは、２３年７月改定の『横浜市学校防災計画』を意味する。 


